
検証チェックシート 資料１
第４回会議

章 見出し 条 項 号 条文 取組状況 見直しの方向性 課題、問題点 改善策

市民参画条例　（自治基本条例　第５章　参画及び協働（第15条）関係）

― （目的） 1

この条例は、白岡市自治基本条例(平成23年白岡町条例第6号)第15条第5

項の規定に基づき、市民参画の推進に関し必要な事項を定めることにより、市民の

参画機会の拡大及び市民の意見の市政への反映を図り、もって白岡市自治基本

条例の理念を実現することを目的とする。

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

・これまでのとおりでよいと考える。

2
この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

1
市民　市内に在住し、在勤し、又は在学する者及び市内で事業を営むもの又は活

動するものをいう。

2 行政　市長その他の執行機関をいう。

3

審議会等　地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定によ

り設置する附属機関その他市民からの意見を市政に反映することを目的に設置す

る会議をいう。

4
まちづくり　市民、議会及び行政が行う、より暮らしやすい地域社会を築くためのすべ

ての公共的な活動をいう。

5
協働　市民、議会及び行政が、それぞれの役割及び責任を担い、信頼及び合意の

基に連携し、及び協力することをいう。

3 1

行政は、次に掲げる事項を実施しようとするときは、施策等の内容や市民生活への

影響を考慮して、適切な時期に、次条各号に掲げる市民参画のための手続(以下

「市民参画手続」という。)のうち、1以上の手続を実施しなければならない。

1 市の基本構想、基本計画その他基本的な事項を定める計画の策定又は変更

2
市政に関する基本的な方針を定める条例又は市民に義務を課し、若しくは権利を

制限する条例の制定又は改廃

3
広く市民に利用される大規模な市の施設の設置に係る計画の策定、変更又は廃

止

4 市民生活に大きな影響を及ぼす制度の導入又は改廃

2 行政は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

市民参画手続を行わないことができる。

1 軽易なもの

2 緊急に実施しなければならないもの

3 行政に裁量の余地がないもの

4 法令の規定により実施の基準が定められており、その基準に基づいて実施するもの

5 市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するもの

6
白岡市住民投票条例(平成25年白岡市条例第23号)に基づき住民投票が実

施されたもの又は住民投票の実施が請求されたもの

3
行政は、前項の規定により市民参画手続を行わないこととしたときは、速やかにその

理由を公表しなければならない。

―

―

（市民参画のため

の手続の対象事

項）

（定義）

・これまでのとおりでよいと考える。

・これまでのとおりでよいと考える。

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他
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4 本条例における市民参画手続は、次に掲げるとおりとする。

1
パブリックコメント　行政が、施策等の趣旨、内容等を公表したうえで市民に意見又

は提案を求め、それに対して市民が意見等を提出する手続をいう。

2
審議会等　審議会等の委員に選任された市民が、行政からの諮問等に対して意

見を述べる手続をいう。

3

市民説明会　行政が、施策等の策定過程において、その内容・状況等を説明する

ために開催する説明会に市民が参加し、行政と市民が意見交換を行う手続をい

う。

4
市民アンケート　行政が、市民の意識や考えを把握・分析するために質問項目、期

間等を設定して調査を実施し、それに対して市民が回答する手続をいう。

5

ワークショップ　行政が、施策等の案を作成するため、市民と行政又は市民同士が

グループによる共同作業を行い、参加者の合意形成を図りながら案を作り上げてい

く手続をいう。

6 前各号に掲げるもののほか、行政が適当と認める手続

5 1

年齢満16年以上の市民は、その市民の5人以上の連署をもって、その代表者から

市長に対し、参画と協働のまちづくりを推進するための具体的な施策等を提案でき

るものとする。

2

前項の規定により施策等の提案をしようとする代表者は、その内容、現状の課題、

予想される効果等を記載した「参画と協働のまちづくり市民提案書」を提出しなけ

ればならない。

3
市長は、前2項の規定により提案された施策等の検討結果及びその理由を当該提

案に係る代表者に通知するとともに、公表しなければならない。

6 1
市長は、毎年度、その年度の市民参画手続の実施の予定をとりまとめて市民参画

計画を作成し、これを公表するものとする。

2
市長は、前年度における市民参画計画の実施結果を取りまとめ、これを公表するも

のとする。

7 1

行政は、審議会等の委員の選任に当たっては、法令の規定により委員の構成が定

められている場合を除き、原則として、公募により選考される市民を含めるものとす

る。

2

行政は、公募による委員の選考に当たっては、男女比、年齢構成、委員の在任期

間及び他の審議会等の委員との兼職状況を考慮し、幅広い市民が市政に参画で

きるよう努めるものとする。

3
行政は、第1項の規定にかかわらず、審議会等の委員に公募による市民を含めな

いこととしたときは、速やかにその理由を公表するものとする。

8 1
市長は、参画と協働によるまちづくりを推進するための市民を公募し、これに応じた

者を登録するものとする。

2

行政は、前項の規定に基づいて登録された者に対し、必要に応じて市政に対する

意見を求めるとともに、審議会等の委員の公募その他市民参画に関する情報を提

供するものとする。

―
（市民参画の推

進）
9

行政は、市民のまちづくりへの参画を推進するため、市政及び市民活動に関する情

報を積極的に提供するとともに、市民参画に関する施策等の展開を図るものとす

る。

市民提案制度及び市民サポーター制度の制定、

市民活動掲示板の設置など、市民参画の推進に

関わる制度を整備した。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

・各種の制度が整備されたが、現在のところ、まちづ

くりに参画する市民の増加につながっていない。

・まちづくりへの参画を推進するための効果的な運

用を検討する。

―

（市民参画を推

進するための環境

整備等）

10

行政は、市民の参画と協働によるまちづくりを推進するため、市民相互の交流及び

市民活動に関する情報の収集・発信に関する環境整備並びに体制づくりに努める

ものとする。

市民活動掲示板を設置し、情報の提供を図ってい

る。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

・掲示板を設置してあるが、情報を発信しようとする

市民団体がまだいない。

・掲示板自体の存在が認知されていない。

・市民活動掲示板についての周知を図ることにより、

間接的に市民団体をサポートし、市民相互の交流

及び市民活動の活性化につなげる。併せて、参画

と協働に関する情報を提供し、参画と協働によるま

ちづくりの推進を図る。

―

（市民参画計画

の作成）
―

第２回会議資料２のとおり、審議会等の委員の選

任に当たり、原則として、公募の委員を含めている。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

―

―
第２回会議資料２のとおり、市民参画手続を実

施した。

・市民サポーター登録者がいない。
・市民に対して制度の周知に努めるとともに、制度

のあり方を考えていく。

（市民登録制

度）
―

・公募により選考される市民を含まない審議会があ

る。

・審議会等委員について公募委員の構成割合が

少ないと思われる審議会等がある。

・公募委員を含めることができない場合は、広報紙

及びホームページでその理由を公開する。

・審議会の性質を考慮して、適正な公募委員の構

成割合を定めていく。

（審議会等の委

員の公募）

・市民参画計画は、容易に公募に応じることができ

るような分かりやすいものにするべきである。

・計画の公表に当たっては、例えば、審議会等の公

募委員の募集について、一覧にまとめ、募集期間を

明確にするなど分かりやすいものを作成し、広報紙

及びホームページに公開する。

・市役所内部での参画手続や協働についての啓発

を図り、市民の参画機会を増加させる。

・審議会の性質を考慮して、適正な公募委員の構

成割合を定めていく。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

（市民参画手

続）

・市民への制度周知及び庁内の受入態勢が十分

とはいえない。

・引き続き、市民に対する周知に取り組むとともに、

市役所内部での参画手続や協働についての周知・

啓発を図り、市民の参画機会を増加させる。

・パブリックコメントに寄せられる意見が少ない。

・審議会等委員について公募委員の構成割合が

少ないと思われる審議会等がある。

平成２７年度から、市民参画計画を作成してい

る。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

（参画と協働のま

ちづくり市民提案

制度）

平成２７年４月１日から、市民提案制度実施要

綱を制定し、運用している。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

平成２７年４月１日から、市民サポーター制度を

制定、運用している。

□　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

☑　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他
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― （委任） 11 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

・これまでのとおりの条文でよいと考える。

住民投票条例　（自治基本条例　第９章　住民投票（第19条）関係）

（趣旨） 1
この条例は、白岡市自治基本条例(平成23年白岡町条例第6号)第19条第2

項の規定に基づき、住民投票の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

2

住民投票に付することができる市政に関する重要事項(以下「重要事項」という。)

は、市が処理する事務のうち、現在又は将来の住民福祉に重大な影響を与え、又

は与える可能性のある事項であって、市民の間又は市民、議会若しくは市長の間に

重大な意見の相違が認められる状況があるなど、市民に直接その賛成又は反対を

問う必要があるものとする。ただし、次に掲げる事項を除く。

1 法令の規定に基づいて投票を行うことができる事項

2 専ら特定の市民又は地域に関する事項

3 市の組織、人事及び財務に関する事項

4 市の権限に属さない事項

5 市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関する事項

6
前各号に定めるもののほか、住民投票に付することが適当でないと市長が認める事

項

3 1 住民投票は、市長が執行するものとする。

2

市長は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条の2の規定に基づき、そ

の権限に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を白岡市選挙管理委員

会(以下「選挙管理委員会」という。)に委任するものとする。

4 1

住民投票の投票権を有する者(以下「投票資格者」という。)は、公職選挙法(昭

和25年法律第100号)第9条第2項の規定により本市の議会の議員及び長の選

挙権を有する者とする。

2
前項の規定にかかわらず、公職選挙法第11条第1項及び第2項の規定により選

挙権を有しない者については、住民投票の投票資格を有しない。

5 1

投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の6分の1以上の者の連署を

もって、その代表者から、市長に対し、住民投票の実施の請求(以下「市民請求」と

いう。)をすることができる。

2

前項の規定により市民請求をしようとする代表者は、規則で定めるところにより、あら

かじめ、市長に対し、住民投票に付そうとする事項が重要事項に該当することの確

認の請求をするとともに、代表者であることの証明書の交付を申請しなければならな

い。

3

前2項に掲げるもののほか、市民請求に関し必要な事項は、地方自治法、地方自

治法施行令(昭和22年政令第16号)及び地方自治法施行規則(昭和22年内

務省令第29号)に規定する市町村における直接請求の例による。

4

議会は、議員の定数の12分の1以上の者の賛成を得て議員提案され、かつ、出席

議員の過半数の賛成を得ることにより、市長に対し、住民投票の実施の請求(以

下「議会請求」という。)をすることができる。

5
市長は、自ら住民投票の発議(以下「市長発議」という。)をし、実施することができ

る。

（投票資格者）

（住民投票の請

求等）

（条文の考え方）

・住民投票条例は、二元代表制を補完する制度で

あり、乱発されるものであってはならないと考えてい

る。

　また、市政が二分されるような重要事項が生じた

ときのために二元代表制を補完する制度として用意

した制度である。

・適切に運用する。

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

☑　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

□　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

（住民投票に付

することができる事

項）

（住民投票の執

行）

・公職選挙法等の一部を改正する法律が公布され

たことに伴い、平成２８年６月１９日以降は、年

齢満１８歳以上満２０年未満の者が選挙に参

加することができるようになる。このため、新たに選挙

権を有することのなった方に対しての制度周知が必

要となる。

☑　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

□　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

・選挙権を新たに有することになる方に対して、選挙

権の周知を行う際に、住民投票についても周知を

行う。

（条文の考え方）

･住民投票が乱発されないことと、現実的に署名収

集が可能であることを勘案し、市民請求の署名数

を投票資格者数の６分の１と定めたものである。

☑　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

□　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

・適切に運用する。
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6 1
市長は、市民請求があったとき又は議会請求があったときは、住民投票を実施しな

ければならない。

2
市長は、住民投票を実施するときは、直ちにその要旨を公表するとともに、選挙管

理委員会にその旨を通知しなければならない。

（住民投票の形

式）
7

住民投票に付する事項は、二者択一で賛成又は反対を問う形式のものでなけれ

ばならない。

8 1
選挙管理委員会は、投票資格者について、規則で定めるところにより投票資格者

名簿を調製するものとする。

2

選挙管理委員会は、前項の投票資格者名簿の調製について、公職選挙法第19

条から第30条までに規定する選挙人名簿の調製をもってこれに代えることができる。

この場合において、同法第27条第1項に規定する表示がある者は、投票資格者

名簿に登録されていないものとみなす。

9 1

選挙管理委員会は、第6条第2項の規定による通知のあった日から起算して30日

を経過した日から90日を経過する日までの期間の範囲内において、住民投票の期

日(以下「投票日」という。)を定め、これを公表しなければならない。

2
選挙管理委員会は、投票日その他規則で定める事項を当該投票日の7日前まで

に告示しなければならない。

10 1

投票所及び第13条第7項に規定する期日前投票の投票所(以下「期日前投票

所」という。)は、規則で定めるところにより、選挙管理委員会の定める場所に設け

る。

2

選挙管理委員会は、投票所にあっては、投票日の5日前までに、期日前投票所に

あっては、前条第2項の規定による告示の日(以下「告示日」という。)にその場所を

告示しなければならない。

11 1 投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をすることができない。

2
投票資格者名簿に登録された者であっても、投票資格者名簿に登録されることが

できない者であるときは、投票をすることができない。

投票資格者でない

者の投票
12

住民投票の当日又は期日前投票の日において投票資格者でない者は、投票をす

ることができない。

13 1 住民投票は、1人1票に限り、無記名で行うものとし、秘密投票とする。

2
住民投票の投票を行う投票資格者(以下「投票人」という。)は、投票の当日、自

ら投票所に行き、投票をしなければならない。

3
投票人は、住民投票に付された事項に賛成するときは投票用紙の賛成欄に、反

対するときは投票用紙の反対欄に、自ら○の記号を記載しなければならない。

4
前項の規定による記載の方法は、○の記号を表す印を押す方法又は○の記号を

自書する方法によるものとする。

5

第3項の規定にかかわらず、心身の故障その他の理由により、自ら投票用紙に○の

記号を記載することができない投票人は、規則で定めるところにより、代理投票をさ

せることができる。

6

第3項の規定にかかわらず、視覚に障害を有する投票人は、規則で定めるところに

より、点字投票をすることができる。この場合において、点字投票を行う投票人は、

住民投票に付された事項に賛成するときは賛成と、反対するときは反対と点字用の

投票用紙に点字により自書しなければならない。

7
投票人は、第2項の規定にかかわらず、規則で定めるところにより期日前投票又は

不在者投票を行うことができる。

（投票資格者名

簿の調製等）

（住民投票の期

日）

（投票所等）

（投票資格者名

簿の登録及び投

票）

（投票の方法）

（６条～１７条）

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

（住民投票の実

施）
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14 1
前条第3項に規定する投票について、次の各号のいずれかに該当する投票は、無

効とする。

1 所定の投票用紙を用いないもの

2 ○の記号以外の事項を記載したもの

3 ○の記号のほか、他事を記載したもの

4 ○の記号を投票用紙の賛成欄及び反対欄のいずれにも記載したもの

5 ○の記号を投票用紙の賛成欄又は反対欄のいずれに記載したか判別し難いもの

6 白紙投票

2
前条第6項に規定する点字投票について、次の各号のいずれかに該当する投票

は、無効とする。

1 点字用の投票用紙を用いないもの

2 賛成又は反対以外の事項を記載したもの

3 賛成又は反対のほか、他事を記載したもの

4 賛成又は反対を共に記載したもの

5 賛成又は反対のいずれを記載したのか判別し難いもの

6 白紙投票

（情報の提供） 15

市長は、告示日から投票日の前日までの間、住民投票に付される事項の要旨、投

票日、投票場所その他住民投票の実施に関し必要な情報を広報その他適当な

方法により、投票資格者に対して提供するものとする。

（投票運動） 16

住民投票に関する運動は、自由とする。ただし、買収、強迫等により投票資格者の

自由な意思が拘束され、若しくは不当に干渉され、又は市民の平穏な生活環境が

侵害されるものであってはならない。

17 1 開票所は、選挙管理委員会の指定した場所に設ける。

2 選挙管理委員会は、あらかじめ開票の場所及び日時を告示しなければならない。

18 1
住民投票は、規則で定めるところにより、一の住民投票に投票した者の総数が当

該住民投票の投票資格者数の2分の1に満たないときは、成立しないものとする。

2 住民投票は、投票の成立又は不成立にかかわらず、開票するものとする。

3

市長は、投票総数、開票の結果その他規則で定める事項が確定したときは、規則

で定めるところにより、直ちにこれを告示するとともに、市民請求又は議会請求に係

る住民投票について、当該告示の内容を当該市民請求に係る代表者又は議会

議長に通知するものとする。

（結果の尊重） 19
市民、議会及び市長は、住民投票の結果(不成立となった場合を除く。)を尊重す

るものとする。

（投票及び開

票）
20

前条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し必要な事項は、公

職選挙法、公職選挙法施行令(昭和25年政令第89号)及び公職選挙法施行

規則(昭和25年総理府令第13号)に規定する地方公共団体の議会の議員及び

長の選挙の例による。

（１９条～２２条）

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他

（無効投票）

（開票所等）

（住民投票の成

立等）

（条文の考え方）

・住民投票は、市政運営上の重要事項が付される

ものであり、市長や議会に尊重義務が生じることか

ら、市政を左右する重要な制度である。このため、

「市民の総意」であるといえるだけの投票数が必要

であると考え、成立要件を「投票資格者総数の２

分の１以上」と規定したものである。

・不成立の場合でも、開票するとしているのは、自治

基本条例の「議会及び行政の市民に対する説明

責任」や「市政情報の積極的な公開及び提供」の

考え方に基づくものである。

☑　１　条文に従いこれまでどおり取り組んでいく

□　２　条文に従い新たな取り組みを検討する

□　３　条文を改正する

□　４　その他

・適切に運用する。
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（再請求等の制

限期間）
21

この条例による住民投票が実施された場合には、第18条第3項の規定による告示

の日の翌日から起算して2年が経過するまでの間は、当該投票に付された事項と同

一の事項又は同趣旨の事項について、市民請求、議会請求又は市長発議を行う

ことはできない。

（委任） 22 　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

（１９条～２２条）

☑　１　これまでの条文のとおりとする

□　２　条文を改正する

□　３　その他
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